施設入所者就職支度金支給事業に係るＱ＆Ａ
Ｑ１．就職支度金の支給申請に期限はあるのか。

Ａ１．本来は就職等が決まったのち、施設等を退所するまでに支給されていることが前提と考えられます。
　しかしながら、現状として採用証明書の発行時期等により、施設等退所後の申請となっているため、要綱に申請期限は設けておりません。ただし、本来の趣旨を考えると相当期間の遡及申請は認められ難いものと考えられます。
Ｑ２．トライアル雇用が決まった利用者は、就職支度金の支給対象者となるか。

Ａ２．トライアル雇用は、職場における職業体験が出来る期間であるため、就職支度金の支給対象とはなりません。ただし、トライアル雇用を経て正式に採用された場合は、支給対象となります。
Ｑ３．契約社員として採用された利用者は、就職支度金の支給対象となるか。

Ａ３．契約社員、正社員の区別は問わず、採用証明等で雇用関係が確認できれば、支給対象となります。
Ｑ４．就職支度金の支給を受け就職したのち、雇用先を退職し、再度就職に結びついた場合は、支給対象となるか。また、休職をしたのち、復職した場合は、支給対象となるか。
Ａ４．いずれも支給対象とはなりません。ただし、退職後、再度、就労移行支援等を利用したのち、就職に結びついた場合は、支給対象となります。
Ｑ５．チャレンジ雇用が決まった利用者は、就職支度金の支給対象者となるか。〔H23.8.1追加〕
Ａ５．支給対象者となります。チャレンジ雇用とは、１年以内の期間を単位として、各府省・各自治体において非常勤職員として短期雇用された後、その業務経験を踏まえ、ハローワーク等を通じて一般企業等への就職を目指すための制度です。トライアル雇用とは異なり、利用者は正式雇用されるため、“一般就労”とみなされ就職支度金の支給対象者となります。
Ｈ２３年４月１日作成


（令和３年４月１日更新）








